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Ⅰ はじめに 

 

  本市が今後直面する，人口減少や少子･超高齢時代の到来，環境問題への対応として，また，

効率的で健全な都市経営を行う上で，コンパクトで自由・快適に移動できるまちづくりが必要

となっています。 

  こうした中で，これからの本市の人口規模・構造や，都市活動に見合った都市の姿として，

「第５次宇都宮市総合計画」の「都市空間形成の基本方針」において，『ネットワーク型コンパ

クトシティ』を理念として掲げ，本市の都市計画に関する基本的な方針である「第２次宇都宮

市都市計画マスタープラン」において，将来の都市構造に関する，拠点配置や市街地の密度な

どの基本的な考え方などを示してきたところです。 

  この度，ネットワーク型コンパクトシティの形成を着実に推進していくため，市民や事業者

に，よりわかりやすく将来の都市構造のイメージや具体的な推進方策などを示す，２１世紀の

半ばを見通した長期的な視点でのまちづくりの方向性となる「ネットワーク型コンパクトシテ

ィ形成ビジョン（以下，「形成ビジョン」という。）」を作成することといたしました。 

  「形成ビジョン」の策定に向けて，広く市民の皆様から御意見を頂きながら検討を進めるた

め，現時点での都市形成の考え方や将来都市構造のイメージなどを「中間取りまとめ」として

提案いたします。 

  今後，市民の皆様から頂いた御意見などを参考に，内容を精査していくとともに，推進方策

など取組の方向性につきましても，改めて提示していく予定です。 
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Ⅱ 本市の現状と求められる都市の姿 

１ 本市の現状 

                            資 料 ２－１  参照 

２ 人口減少局面における低密度な都市の将来の姿 

  

３ 求められる都市の姿 

  ⑴ 社会潮流の変化 

   ア 人口減少や少子・超高齢社会の到来への対応 

     今後，人口減少や少子・超高齢社会が到来する中にあっても，市民の多様なニーズや

変容する需要に対応することのできるまちづくりが求められています。 

   イ 環境にやさしい都市づくりへの要請 

     地球温暖化などの地球環境問題への対応は，市民の日常生活や事業者の活動などとも

深く関わっており，地域レベルでの取組の強化が求められています。 

   ウ 地域産業・経済の持続的な発展の要請 

     高い生産性や付加価値，競争力などを生み出すことのできる産業やその担い手となる

人材，賑わいや活力を生み出す交流人口の増加が求められています。 

 

    これらの社会潮流については，都市が持続可能に発展するために必要となる，社会・環

境・経済の３つの構成要素※とも結びつくものであり，これらを前提にまちづくりを進め

る必要があります。 

 

※ 図 持続可能な開発（発展）の３要素 

                             （出典：P.Newman and J.Kenworthy： 

Sustainability and cities 1999年）
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⑵ 都市空間形成に求められる機能 

    これからのまちづくりにおいては，市民の日常生活の要素である「住まう」「働く・学ぶ」

「憩う」が達成されるよう，必要な各種の都市機能が集約するとともに，それらの要素を

達成するための重要な手段である「交通」による連携がなされるような，都市空間を形成

することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  図 都市の基本的な機能 

（出典：「アテネ憲章」1933年） 

 

   ア 「住まう」 

     今後，人口減少局面の到来が予測される中で，これまでのような増加する人口の受け

皿としての市街地形成から，市民の居住地や日常生活を支える都市機能を拠点やその周

辺に集約した都市の形成へと転換を図ることが必要です。 

     また，集約都市の形成には，中心市街地への一極集中を行うのではなく，これまでの

都市の成り立ちを踏まえた地域の拠点への集約も進めるとともに，郊外に広がる農地や

森林などの自然環境との調和や，既存コミュニティの維持・強化が必要です。 

    

イ 「働く・学ぶ」 

     経済のグローバル化などに伴い，我が国経済の先行きが明確に見通せない中にあって

も，本市経済の持続的成長を促すために，市民の働く場所を確保し，快適な労働環境を

整備するとともに，高い生産性や付加価値，競争力などを生み出すことのできる産業や

事業所，高い知識を得る場所などが集積する拠点を形成することが必要です。また，本

市の強みである農業を維持・強化することも重要となります。 

     さらには，本市産業の担い手となる人材をはじめ，様々なまちづくりの原動力となる，

心豊かで魅力あふれる「人づくり」を進めるための環境を整備していくことが必要です。 
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   ウ 「憩う」 

     市民の生活の質の向上を図るためには，スポーツ，娯楽，文化・芸術等をはじめとし

た，充実した余暇を過ごすことのできる環境の確保が必要です。 

また，これまで人口増加に伴う市街化の進展によって，それまで身近だった里山や農

地などの自然環境が少なくなってきた中で，今後，人口減少によって変わる都市の姿に

あわせ，市民の憩いの場所を確保することも重要となります。 

     さらに，市民だけでなく，外部からの来訪者に対しても高品質の憩いを提供できるよ

う，都市のブランド力を高めていくことが必要です。 

 

   エ 「交通」 

     今後の超高齢社会の到来や地球環境問題に対応した持続的な都市形成のためには，過

度に自動車に依存せず誰もが自由に移動できるまちづくりが重要であり，公共交通のネ

ットワークを強化するとともに，自転車も含めた交通の結節機能や利用環境を充実させ

ることが必要です。 

     また，活発な産業活動や来訪者の増加を促進するためには，渋滞の解消や高規格道路

へのアクセス向上など，円滑な道路ネットワークを構築することが必要です。 
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  ⑶ 今後のまちづくりの理念 

    本市が将来の都市像として，これまでに掲げている『ネットワーク型コンパクトシティ』

の形成を着実に進めていくため，「形成ビジョン」では，２１世紀の半ばの２０５０年を見

通した，社会潮流や都市に求められる機能を備えた空間形成の考え方を示し，今後も持続

的に発展し続けることのできるまちの実現に取り組みます。 

 

 

 

【社会潮流】   【都市空間形成に求められる機能】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後のまちづくりの理念】 

『 今後も持続的に発展し続けることのできるまち 』 
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５ 効率的で健全な都市運営を実現する都市 
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『ネットワーク型コンパクトシティ』 
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Ⅲ 本市が目指す『ネットワーク型コンパクトシティ』の姿 

 

 １ 一般的なコンパクトシティの姿 

   コンパクトシティは，一般的に，都市の特性により以下のような構造がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

             【一極集中型】          【クラスター型】 

 

 ２ 都市形成の基本方針 

   本市のこれまでの地域の成り立ちや基盤整備の状況を十分に踏まえ，それぞれの地域の維

持・発展も目指す，本市独自の多核連携型による都市空間となる『ネットワーク型コンパク

トシティ』の形成を目指します。 

   その形成に当たっては，本市の中心市街地と，各地域の既存コミュニティなどに地域特性

を踏まえた各種の都市機能が集積した拠点を形成します。 

   また，本市の骨格となる交通網から，日常生活に身近な移動を支える交通網まで，階層性

を持った交通ネットワークによって拠点間の連携・補完を進めます。 

   これらの「拠点化」「ネットワーク化」によりコンパクトな 

  エリアにおいて，日常生活に必要な機能が 

  充足できるとともに，市民生活の 

  質や，都市としての価値・ 

  活力を高めることの 

  できる都市空間を 

  形成します。 

 

 

 

 

本市が目指す「ネットワーク型 

コンパクトシティ」の概念図 
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 ■ 本市が目指す，『ネットワーク型コンパクトシティ』の特徴 ■ 

 〔拠点化の促進〕 

  ・市の中心部に配置・形成する『都市拠点』には，全ての都市機能（「住」，「働・学」，「憩」）

を集積するとともに，それぞれの機能が都市の競争力を牽引する高次性・広域性を備えま

す。 

   

・各地域に配置・形成する『地域拠点』には，市民の日常生活を支える地域の拠点として，

「住」に関連する多様な都市機能を集積するとともに，地域特性に応じた「働・学」「憩」

に関する都市機能を備えます。 

   

・『都市拠点』と『地域拠点』の２層の拠点を配置し，それぞれの拠点の連携・補完により，

市民生活に必要な機能を充足できる都市を形成します。 

   

  ・『都市拠点』，『地域拠点』に加え，地域特性や土地利用区分を踏まえた，高次の「働・学」

に関連する都市機能を備えた『産業拠点』や，高次の「憩」に関する都市機能を備える『観

光拠点』を配置・形成します。 

 

・なお，拠点形成に当たっては，土地利用区分に基づく都市機能配置を基本としながらも，

これからの人口減少時代に対応した柔軟な機能配置による都市機能の集積を図ります。 

 

  ・拠点の周縁部や郊外部において，農地や里山林などの緑豊かな自然を維持・保全します。 

 

 〔ネットワーク化の促進〕 

  ・『交通ネットワーク』については，都市拠点と各拠点の間を結ぶ，放射状の基幹・幹線交通

を基本に支線交通等の多層性を有する「公共交通のネットワーク」や，公共交通や経済活

動の活性化を促す「道路のネットワーク」の構築により，バランスのとれたネットワーク

を形成します。 

 

・各拠点間も地域特性に応じた交通ネットワークで結び，それぞれ役割を補完しあう関係を

構築します。 

 

  ・各地域の中で居住する全ての市民が，地域拠点の都市機能や施設に便利で快適にアクセス

できる移動環境を形成します。 
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Ⅳ 将来の都市形成の方針 

 

 １ 拠点間の連携・補完により持続的に発展する都市 

   市の中心部に配置・形成される『都市拠点』と，各地域に配置・形成する『地域拠点』の

２層の拠点を配置し，それぞれの拠点の連携・補完により，市民生活に必要な機能を充足で

きる都市を形成します。 

   また，『都市拠点』では本市の成り立ちや，コミュニティの関係性など，都市拠点と連担し，

強い関連性を持つ周辺の地域を都市拠点圏域として位置付けます。 

   なお，これらの拠点等の形成に当たっては，単なる都市の機能の集積だけでなく，その地

域におけるコミュニティ形成の経緯を踏まえた市民同士の連帯や，福祉的なサービスへのア

クセス性を確保することで，そこに居住する市民同士が，これまで以上に家族や地域のつな

がりによって相互に扶助する環境を実現します。 

 

  ⑴ 都市拠点の形成の方向性 

    土地利用や都市機能の配置，都市基盤整備が一体とし 

てまとまっているエリアである，中心市街地（『都心部 

グランドデザイン』における都心部の範囲３２０ヘクタ 

―ル）を都市拠点とし，本市全体の活力向上を促す高次 

の商業・業務機能などの都市機能を高度に集積します。 

    また，内環状線の付近に位置する「昭和・東・錦・西・ 

中央・今泉・西原・簗瀬・城東・宝木・細谷・戸祭・桜・ 

富士見・明保・宮の原・陽東・峰・石井・泉が丘・御幸・ 

御幸が原」の各地域については，都市拠点と連担し， 

強い関連性を持つ「都市拠点圏域」に位置付けます。 

 

   ア 居住人口の増加 

    ・人口減少局面にあっても，本市の顔にふさわしい人口規模を都市拠点に確保します。 

    ・将来の超高齢社会に対応できる都市基盤を十分に活用するため，また，集積された都

市機能の効率的な活用による環境負荷の低減を進めるため，人口の集約を図ります。 

   イ 都市機能の集積・集約 

    ・中枢性や広域的な求心性を高めるため，行政機関を始め，専門的な知識を必要とする

サービス産業や，高い機能を有する医療・福祉，金融などの都市機能を集約します。 

    ・都市での生活を豊かにするため，高度な商業機能を集積します。 

都市拠点と都市拠点圏域の範囲イメージ 

凡例 
   都市拠点 
   地域拠点（市街地部） 
   地域拠点（郊外部） 
   二次救急医療機関 
   工業専用地域 
   地区計画地域 
   土地区画整理事業 
   昭和４５年 ＤＩＤ 
   当初線引き 
 
   市街化区域 
   市街化調整区域 
   大規模既存集落 

平成２５時点の線引き 
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    ・本市の経済に大きな比率を占める第三次産業を活性化させ，市民の労働の場を提供す

るため，商業・業務機能の集積を図ります。 

    ・市民の高度な学びを支えるとともに，日常生活から離れ娯楽や憩いを得るため，教育，

文化・芸術，情報，娯楽施設など，全市的・広域的な都市機能を集積します。 

   ウ 交通結節点の整備 

    ・公共交通の輸送効率，円滑な乗り継ぎ利便性の確保や，人・モノが活発に交流できる

基盤の創出を図るため，多様な交通の結節点の整備，利用環境の充実を図ります。 

   〔拠点の都市空間形成のイメージ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         都市拠点イメージ 図１ 

都市拠点イメージ 図２ 
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  ⑵ 地域拠点の形成の方向性 

    日常生活を支える地域拠点を，「鉄道駅」や「これまでの集落の成り立ち等を踏まえた場

所」を核とする１４か所に配置し，都市拠点との間や拠点相互で役割を補完しながら，市

全体で市民生活に必要な都市機能を充足できるよう，地域特性に応じた都市機能を集約し

ます。 

 

   ア 居住人口の増加 

    ・市街地における地域拠点は，高齢者など外出に不安を感じる市民にとって高い利便性

を得られることから，歩いて移動できる範囲において，一定の人口を集積します。 

   イ 都市機能の集積・集約 

    ・子どもから高齢者まで誰もが安心して快適に生活できるよう，商業・医療など，活気

あふれる生活を支援する日常生活に密着した都市機能を集積します。 

    ・鉄道駅を核とする地域拠点には，一定規模の人口を必要とする商業などのサービス機

能を配置します。 

    ・郊外部に立地する地域拠点では，コミュニティ支援施設などの地域の交流を促進する

機能や，農業の振興に資する機能などを配置します。 

   ウ 交通結節点の整備 

    ・ひとや環境にやさしい移動の環境を整えるため，地域内を移動するための徒歩や自転

車，公共交通と，幹線公共交通の結節点を整備します。 

   エ 地域拠点の配置 

    ・鉄道駅やＬＲＴのトランジットセンター等の公共交通結節点や，主要な幹線道路等の

結節点，地域におけるコミュニティ施設等を拠点の中心の目安とします。 

    ・地域拠点の配置場所 

核となる施設等 市内の各地域

（岡本駅） 河内

（江曽島駅） 陽南・緑が丘

（西川田駅） 姿川・陽光

（雀宮駅） 雀宮・五代若松原

（田原街道×長岡街道） 豊郷

（鬼怒通り×テクノ通り） 清原

（新４号国道×みずほの団地入口付近） 瑞穂野

（篠井地区市民センター） 篠井

（上河内地域自治センター） 上河内

（富屋地区市民センター） 富屋

（国本地区市民センター） 国本

（城山地区市民センター） 城山

（平石地区市民センター） 平石

（横川地区市民センター） 横川

公共交通結節点

主要な幹線
道路の結節点

核となる施設等

市街地部

郊外部
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   オ 地域拠点の範囲 

    ・超高齢社会を見据え，歩いて移動できる範囲となる一定のエリアを地域拠点として，

範囲内に都市機能を集積します。ただし，機能の配置に当たっては，地形や用途区分，

農業振興地域などの状況を勘案します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】歩いて移動できる範囲 

  平成２３年９月に実施した「宇都宮市まちづくり市民アンケート」や，「不動産情

報サイト事業者連絡協議会」アンケートの調査結果に基づく徒歩圏（徒歩１０分～

１２分≒８００ｍ～１ｋｍ）に基づくと，概ね直径１ｋｍ（半径５００ｍ）の範囲

が拠点の範囲となる一定エリアと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  地域拠点イメージ 図４ 

 

 

地域拠点イメージ 図３ 

   〔拠点の都市空間形成のイメージ〕 
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 ２ 本市の特性を生かした産業・観光を維持・発展させる都市 

   本市が持続的に発展し，市内の経済活動が活発化し，市民の憩いの場所が提供されるとと

もに，２１世紀の半ばにあっても，広域的な都市圏における存在感や中枢性が高まっている

ことができるよう，産業拠点・観光拠点を形成します。 

 

  ⑴ 産業拠点の形成の方向性 

   ・本市が人口減少の局面にあっても経済的な発展が可能となるよう，高い生産性や付加価

値，競争力などを生み出すことができる，高度な産業・研究開発機能や流通業務機能な

どが集積した機能性の高い産業空間の形成を図ります。 

   ・幹線道路や公共交通などの利便性が高く，地域特性や周辺環境と調和した拠点の形成を

図ります。 

 

  ⑵ 観光拠点の形成の方向性 

   ・地域資源，歴史や伝統・文化を生かした特色ある地域空間の創出を図ります。 

   ・観光拠点として，公共交通の利便性とともに，自動車でのアクセス性に優れた拠点の形

成を図ります。 
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 ３ 交通ネットワークが整備された利便性の高い都市 

   市民生活を豊かにし，活発な産業活動や来訪者の増加を促進するため，ＬＲＴや鉄道など

広域性を持つ交通から地域内交通などの身近な生活を支える交通まで，階層性を持った公共

交通ネットワークの構築を図るとともに，自転車走行空間・歩行空間の整備や道路ネットワ

ークの構築など，バランスの取れた交通ネットワークを形成することで，過度に自動車に依

存することなく，誰もが自由に移動できるまちをつくります。 

 

  ⑴ 公共交通ネットワークによる連携の方向性 

    拠点間を結節する軸としての公共交通や，地域を面的にカバーする公共交通などによる

階層性のある公共交通ネットワークの構築を図ります。 

   ア 拠点間を結節する公共交通ネットワークの構築 

     都市拠点を中心に放射状に広がる公共交通ネットワークを基本としながら，基幹公共

交通と接続性の高い支線公共交通のネットワークを構築することで，都市拠点とその他

の拠点を結び，拠点間の連携を強化します。 

    (ア) 基幹公共交通：都市の骨格となる公共交通を基幹公共交通と位置づけ，高いサービ

ス水準を提供します。 

     【南北方向：既存鉄道であるＪＲ宇都宮線，東武宇都宮線】 

     【東西方向：ＪＲ宇都宮駅を中心に東西方向に伸びるＬＲＴ】 

    (イ) 幹線公共交通：基幹公共交通と連携して，都市拠点と地域拠点間を連絡する主要な

バス路線や，市民生活に必要な公共・公益施設※１へのアクセスを支援する公共交通

で，放射状に路線を配置し，沿線地域の特性に応じたサービス水準の維持・向上を

図ります。特に，二次救急医療施設となる病院へのアクセスについては，公共交通

ネットワークの導線を確保するとともに，運行頻度を高めることで，市民の利便性

の向上を図ります。 

 

 

   イ 面的な公共交通ネットワークの整備 

     面的に地域をカバーする公共交通ネットワークが必要な地域において，地域内交通を

整備することで，自動車に過度に依存しないまちを実現します。 

     また，隣接する拠点との連結においては，交通需要の実態にあわせ，地域内交通によ

る定時定路方式の運行や相互乗り入れ等によりネットワークを構築するものとし，一定

の需要が見込まれた場合においては，支線公共交通の配置を検討します。 

 

※１ ①広域的に利用される施設（二次救急医療施設以上の拠点病院，大学高校等） 

  ②市内各地域の地域行政機関（地区市民センター等） 
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  ⑵ 道路ネットワークによる連携の方向性 

    都市の骨格となる３環状１２放射道路を核とした道路ネットワークによって，道路交通

の混雑解消や交通の円滑化などを通じた公共交通サービスの向上や，観光や物流などを通

じた経済の活性化を図ります。 

   ア 市街地交通の円滑化 

     市街地の交通の円滑化によって，効率的な都市活動を支えるとともに，公共交通のサ

ービスを向上させ，公共交通を中心としたまちづくりを推進します。 

   イ 経済の活性化 

     観光拠点や産業拠点における都市活動の活性化を促すため，それぞれの拠点に隣接す

る自動車専用道路や地域高規格道路への，３環状１２放射道路からのアクセス性の向上

や，（仮称）大谷スマートインターチェンジの設置などにより，観光や物流などを通じた

経済の活性化を図ります。 

   ウ 良好な自転車利用環境の創出 

     安全性が高く快適な自転車走行空間を整備することで，市民の誰もが自転車を安全で

快適に利用できる環境を創出するとともに，自転車利用者の拠点施設の充実などにより

自転車の魅力を発信し，市民の自転車の利用・活用を促進することで，自転車のまち宇

都宮の実現を図ります。 
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 ４ 自然環境や農地と市街地が有機的に連携した都市 

   市街地の低密化と，それに伴うコミュニティの希薄化や行財政運営に係る費用の増大など，

都市の活力の低下を防ぐため，既に都市基盤整備の整っている場所へ居住集約を図るととも

に，郊外に広がる農地を維持・保全しながら，農地や自然環境と市街地の有機的な連携を進

めます。 

 

  ⑴ 良好な住宅地形成の方向性 

   ・人口減少局面にあっても一定の人口密度を維持するため，都市拠点や市街地部の地域拠

点，公共交通沿線での居住の増加を進めるとともに，農地が広がる郊外部における地域

拠点への居住集約などにより，時間をかけて緩やかに適正な住宅地の形成を図ります。 

   ・良好な住宅地を形成するに当たっては，既に都市基盤整備の整っている場所での形成を

基本とします。 

   ア 都市拠点と市街地の地域拠点及び公共交通沿線での居住の増加 

     市民のライフスタイルや居住選択を尊重しながら，居住を公共交通の利便性の高いエ

リアに集約するなど，これからの人口規模・構造に見合った居住集積を図ります。 

    (ｱ) 都市拠点 

     ・商業・業務機能などの高度な都市機能が集積しており生活利便性が高く，土地の高

度利用を前提とした居住などにより人口を集積します。 

     ・対象範囲：都市拠点（約３２０ヘクタール） 

    (ｲ) 市街地の地域拠点および公共交通利便エリア 

     ・高齢者など外出に不安を感じる市民にとって高い利便性を得られるエリアであり，

鉄軌道の駅やバス停などから歩いて移動できる範囲に，一定の人口を集積します。 

     ・対象範囲：鉄軌道の駅やバス停から歩いて移動できる一定の範囲 

 

 

 

 

 

 

   イ 農地が広がる郊外部における地域拠点への居住集約 

     本市農業の発展や地域内住民の良好な生活環境の維持に向け，土地利用に見合った生

活利便機能の集積や，生活交通などの定住環境の維持・向上を図りながら，地域拠点等

への居住の集約を促進します。 

【参考】鉄軌道の駅やバス停から歩いて移動できる一定の範囲 

  歩いて暮らせる居住の範囲として，栃木県が実施したアンケート調査の結果から，

公共交通の利便地域と考えている範囲は，鉄道駅で５００ｍから１ｋｍ未満，バス

停で２５０ｍ未満との回答を得ていることから，軸となる公共交通（鉄軌道，運行

頻度の高いバス路線〔１日往復６０本〕）の沿線で，鉄軌道の駅（鉄道駅や電停）か

ら半径５００ｍまたはバス停から半径２５０ｍが歩いて移動できる一定の範囲と考

えられる。 
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     ・コミュニティの維持に向け，生活利便性の高い地域拠点等や，これまでの地域の成

り立ちに応じて形成された集落等の居住空間を活用し，居住を維持・集約します。 

     ・対象範囲：地域拠点，大規模既存集落および地区計画のエリア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑵ 農地・森林などの自然環境維持の方向性 

   ・農作物や木材などの生産の基盤であり，水資源の涵養機能や防災機能，保健休養機能，

大気保全機能などの公益的機能が適切に確保できる農用地，森林の保全を図ります。 

   ・居住集約を図った後の住宅地については，地域の特色に応じた利活用を進めます。 

 

 ５ 効率的で健全な都市運営を実現する都市 

   人口減少の局面を迎える中，民間事業者の活動環境を支援し，民間活力による拠点の形成

やネットワークの構築などの社会資本の集積を進めるとともに，まちづくりの方向性を踏ま

えて，公共施設の適正配置を図るなど，市民・事業者・行政が一体となって効率的で健全な

都市運営を行います。 

居住集約を図るエリアイメージ 
（交通，バス便等による） 

【参考】 

エリア面積     3,572ha 

エリア内人口   176,435 人 

エリア内人口密度  49.4人/ha 

※全て現時点の候補エリアの数値 

凡例 
   居住集約を図るエリア 
   駅 
   二次救急医療機関 
 
   第一種低層住居専用地域 
   第二種低層住居専用地域 
   第一種中高層住居専用地域 
   第二種中高層住居専用地域 
   第一種住居地域 
   第二種住居地域 
   準居住地域 
   近隣商業地域 
   商業地域 
   準工業地域 
   工業地域 
   工業専用地域 
   地区計画区域 
   大規模既存集落 

用途地域等 
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Ⅴ 都市構造のイメージ 

 

 

  

※今後，都市構造全体のイメージ図に加え，

人口減少・環境・経済の３つの視点から，３

層に分解した，市民生活や都市構造のイメー

ジを作成する予定 
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Ⅵ ネットワーク型コンパクトシティ形成に向けた取組の方向性 

 

 １ 体系的な施策とプロジェクトの構築 

   ネットワーク型コンパクトシティ形成に向けた取組については，「Ⅳ 将来の都市形成の方

針」で位置づけられた５つの分野ごとに対応した施策体系を構築するとともに，「社会潮流の

変化」で示した３つの潮流につながる横断的なプロジェクトについて取りまとめます。 

  

［施策の体系と取組例］ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 国・県等との連携による取組の推進 

   現在，国においても都市再生に向けたコンパクトなまちづくりの支援方策等の検討が進ん

でおり，これらの動向を踏まえた取組についても「形成ビジョン」の中で提示します。 

 

 

 

 １ 都市拠点と地域拠点の連携・補完により 
  持続的に発展する都市 
（取組例）・駅周辺の整備 ・魅力ある都市景観の整備 

  ・文化･芸術等の高次都市機能の集約 
  ・商業等日常的な都市機能の集積支援 

 ５ 効率的で健全な都市運営を実現する都市 
 
（取組例）・公有財産の適正配置･有効活用 

  ・近隣自治体との広域連携の推進 
  ・地域情報化の推進 
 

 ４ 自然環境や農地と市街地が有機的に連携した 
  都市 
（取組例）・戦略的農地利用の推進 

  ・直売所等の充実･強化 ・ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑの推進 
  ・公園等緑の拠点の整備 
 

 ３ 交通ネットワークが整備された利便性の高い 
  都市 
（取組例）・LRTの導入 ・バス路線･地域内交通の充実 

  ・交通結節機能の充実･強化 
  ・都市計画道路の整備 
 

 ２ 本市の特性を生かした産業・観光を維持・ 
  発展させる都市 
（取組例）・高度産業･流通業務機能の集積促進 

  ・多様な連携を展開するための仕組みづくり 
  ・観光情報発信インフラの整備 ・広域観光の推進 
 
 
 

（
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要
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持
続
可
能
な
都
市
の
実
現 

【参考】国の主な支援方策 

・都市機能誘導区域内の施設立地支援（医療，社会福祉，子育て支援，商業等） 

・公共交通利用環境，歩行空間整備の支援 

・居住エリア外の住宅除却費の支援 

・学校跡地の有効活用や公共施設の複合化に向けた支援  など 
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Ⅶ 今後の推進に当たって 

 

 １ 評価，進捗確認 

  ・３つのプロジェクトごとに，代表的な指標を設定した上で，ネットワーク型コンパクトシ

ティの形成に向けた時点評価を行います。 

   

 

 

 

 

 

 

 

・全体の進捗確認については，宇都宮市総合計画の改定に合わせて実施します。 

 

 ２ 推進体制 

  ・ネットワーク型コンパクトシティの形成に向けた具体的な施策については，分野別の計画

を策定し，計画期間において重点的に取り組む施策・事業を再構成しながら，“選択と集中”

や政策連携を図ることで，「形成ビジョン」で提示した内容に効果的・戦略的に取り組みま

す。 

   

・ネットワーク型コンパクトシティの形成には，行政だけでなく，市民・事業者による取組

も重要であることから，「形成ビジョン」の内容を広く周知するとともに，市民・事業者・

行政が連携しながらビジョンの実現に向け取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】指標設定のイメージ 
人口減少や少子･超高齢社会への対応 
・中心市街地居住人口  ・居住集約を図る区域の人口 

・自動車保有台数    ・公共交通利用者数     など 

環境にやさしい都市づくり 
  ・ＣＯ２排出量 

  ・緑地面積    など 

地域産業･経済の持続的な発展 

・年間商品販売額    ・中心市街地通行量 

・市民税，固定資産税などの推移 

・財政力指数   ・公共インフラの維持管理費  など 






















